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第２部　特集「再犯防止施策の充実」

１　特集の概要

再犯の防止は，古くから，刑事政策上の重要な課題の一つとされてきた。刑事司法手続の

各段階において，再犯者は，５割前後（平成20年において，一般刑法犯による検挙人員に占

める再犯者の比率は約41％，一般刑法犯及び道交違反を除く特別法犯による起訴人員に占め

る有前科者の比率は約48％，入所受刑者に占める再入者の比率は約54％）を占め，再犯者が

社会に与える脅威と被害には極めて大きいものがある。その意味で，再犯防止対策は，治安

を維持し，社会を守る上で重要な意義を有するが，これにとどまらず，犯罪者を改善更生さ

せ，市民社会の健全な構成員として取り込んだ共生社会を実現するという点でも，再犯の防

止は，国民全体の大きな利益となると考えられる。

7-2-1-1図　一般刑法犯 検挙再犯者の人員・再犯者率の推移

注　１　警察庁の統計による。
　　２　「再犯者」は，前に刑法犯又は道路交通法違反を除く特別法犯により検挙されたことがある者をいう。
　　３　「再犯者率」は，検挙人員に占める再犯者人員の比率をいう。
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7-2-2-2図　起訴人員・有前科者率の推移（初犯者・有前科者別）
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注　１　検察統計年報による。
　　２　一般刑法犯及び道交違反以外の特別法犯により起訴された者に限る。
　　３　法人及び前科の有無が不詳である者を除く。
　　４　「初犯者」は，罰金以上の刑に係る前科を有しない者をいい，「有前科者」は，罰金以上の刑に係る前科を有する者をいう。
　　５　「有前科者率」は，起訴人員に占める有前科者人員の比率をいう。
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7-2-3-1図　入所受刑者人員（初入・再入別）・再入者率の推移
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注　１　矯正統計年報による。
　　２　�「初入者」は，刑事施設の入所度数が１度の者をいい，「再入者」は，刑事施設の入所度数が２度以上の者をいう。
　　３　「再入者率」は，入所受刑者人員に占める再入者人員の比率である。

他方，再犯の要因は，罪名・罪種により異なる上，様々な要因が複雑に絡み合っていると

考えられ，再犯防止の効果を上げるためには，再犯の要因を把握した上で，実情に応じた対

策を講じることが肝要である。

このため，平成19年版犯罪白書では，戦後の約60年間に及ぶ犯歴記録の分析等により，再

犯の実態を概観し，再犯防止対策上，留意すべきであると思われる視点を提示したが，この

特集では，各種の統計資料に基づき，最近の再犯の動向や再犯者の実態を示した上で，件数

が極めて多く，また，特に再犯性が高い窃盗及び覚せい剤取締法違反について，個別のケー

スに基づき，具体的な再犯要因等の分析を試みた。具体的には，これらの犯罪（覚せい剤取

締法違反については，いわゆる末端使用者を想定している。）においては，初回の裁判では

執行猶予判決を受け，その後に再犯に及ぶと，２回目の裁判で実刑判決を受けることが多い

ため，これらの犯罪で初めて執行猶予判決を受けた者を対象とした調査（執行猶予者調

査※１）により，その後，再犯に及んだ者とそうでない者の比較を行うことで，再犯要因を

探るとともに，これらの犯罪による初入及び２入の受刑者を対象とした調査（受刑者調

査※２）により，受刑にまで至った者の問題性を分析した。さらに，保護観察対象者及び保

護司からの聴取り※３も実施し，改善更生をもたらす要因の考察を試みた。

※１　執行猶予者調査の概要
　この調査は，窃盗又は覚せい剤取締法違反（使用又は単純所持事案に限る。）のいずれかの
みの罪名で執行猶予判決を受けた者であって，同一罪名での前科がない者，具体的には，窃
盗事犯については東京区検察庁，横浜地方検察庁（本庁）及び横浜区検察庁，覚せい剤事犯
については東京地方検察庁（本庁）及び横浜地方検察庁（本庁）において処理され，平成16
年中に第一審で確定したもの（刑事確定記録の保存期間の関係から，それ以前にさかのぼっ
ての調査はできない。）を対象とし，刑事確定記録を用いて，その犯行内容や対象者の属性等
を調査するとともに，その後の一定期間内での再犯の有無を追跡調査し，最初の執行猶予判
決後に再犯に及んだ者とそうでない者との相違点等を比較・検討することで，再犯性を高め
るリスク要因等の分析を試みたものである。
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　再犯の有無の追跡調査においては，調査対象事件の第一審判決言渡日より後に犯した犯罪
により，その日から４年以内に有罪判決を受けて確定したことを「再犯」とした。
　調査対象者の内訳は，以下のとおりであった。

窃　　　　　　　盗　691人（男子628人，女子63人）
　　　　再犯なし　　486人（男子444人，女子42人）
　　　　再犯あり　　205人（男子184人，女子21人）
　　　　　うち窃盗による再犯　162人（男子142人，女子20人）
覚せい剤取締法違反　519人（男子388人，女子131人）
　　　　再犯なし　　365人（男子262人，女子103人）
　　　　再犯あり　　154人（男子126人，女子28人）
　　　　　うち覚せい剤取締法違反による再犯　128人（男子101人，女子27人）

※２　受刑者調査の概要
　この調査は，①窃盗又は覚せい剤取締法違反（自己使用が含まれているものに限る。）によ
り，平成21年４月20日から同年５月19日までの間に全国52の刑事施設において受刑していた
者のうち，②過去に同一罪名の犯罪による前科を有する初入者及び初入時の罪名に同一罪名
が含まれる２入者を対象とし，窃盗及び覚せい剤取締法違反のそれぞれについて600人（初
入・２入男子各200人，初入・２入女子各100人），計1,200人の該当者に任意の協力を求め，
その犯行の動機，生活状況，更生意欲等について調査を行い，得られた回答及び対象者の入
所調査票に基づき，受刑にまで至った者の問題性を類型的に分析したものである。
　回答者（調査対象者）の内訳は，以下のとおりであった。

窃　　　　　　　盗　510人（男子358人，女子152人）
　　　　　初入者　　271人（男子180人，女子91人）
　　　　　２入者　　239人（男子178人，女子61人）
覚せい剤取締法違反　540人（男子355人，女子185人）
　　　　　初入者　　274人（男子180人，女子94人）
　　　　　２入者　　266人（男子175人，女子91人）

※３　保護観察対象者及び保護司からの聴取り
　保護観察対象者（保護観察付執行猶予者及び仮釈放者）からの聴取りは，平成20年１月か
ら21年６月までの間に東京，新潟及び甲府の保護観察所に係属した窃盗及び覚せい剤事犯に
係る保護観察対象者で，保護観察期間の大半が経過し，又は期間満了となった者であって，
その期間中に遵守事項を遵守し安定した生活を送るなど，保護観察が順調に推移したと認め
られ，かつ，面接に同意が得られた13人を対象として，改善更生をもたらす要因や処遇効果
等について，面接による聴取りを実施したものである。
　対象者の内訳は，保護観察付執行猶予者８人（窃盗事犯５人，覚せい剤事犯３人），仮釈放
者５人（窃盗事犯２人（うち女子１人），覚せい剤事犯３人）であった。
　保護司からの聴取りは，千葉，横浜，前橋及び長野の保護観察所管内に所属する，おおむ
ね10年以上の経験を有する保護司20人から，窃盗・覚せい剤事犯者が保護観察処遇で改善更
生するための条件等について，面接による聴取りを実施したものである。
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２　窃盗及び覚せい剤取締法違反の再犯の実態と要因

（１）窃盗

ア　執行猶予者調査によると，窃盗では，調査対象者の約３割が４年以内に再犯に及んで

いた。そして，再犯に及んだ者の約８割は，窃盗による再犯であり，窃盗再犯者は，窃

盗を繰り返す傾向が高いが，受刑者調査によると，窃盗の手口別に見ても，万引きを筆

頭に，同一の手口の窃盗を繰り返す傾向が高く，また，再犯を重ねるにつれて，手口が

固定化する傾向もうかがわれた。

7-3-2-2-3図　２入者の本件の手口の初逮捕・初入時の手口との一致率
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注　１　法務総合研究所の調査による。

　　２　無回答の者を除く。

　　３　（　）内は，実人員である。

イ　窃盗には，万引き・置引きから空き巣・すりなどまで，様々な手口があり，また，安

易に比較的軽微な窃盗を行う者から職業的に窃盗を繰り返す者まで，犯罪性向も様々な

者がいる。再犯の防止のためには，こうした手口などの違いも踏まえ，個別の犯罪者の

特性に応じて適切な処遇を実施することが必要であるが，ここでは，万引きについて，

若干の言及をしたい。

　　万引きは，個々には，比較的軽微な犯罪であるといえようが，件数的には，極めて多

数を占めている。また，万引きは，検挙され，警察段階における微罪処分や検察段階に

おける起訴猶予処分を受けた後に，再犯に及ばなくなる者も少なくないと思われるが，

再犯を繰り返して起訴され，更には受刑にまで至る者も相当数に及び（執行猶予者調査

の対象者の約３分の１は万引きによる者であり，受刑者調査の対象者では，万引きによ

る者は，男子で約３分の１，女子では約８割に及んでいた。），しかも，アのとおり，万

引きの再犯者は，万引きを繰り返す傾向が高く，その意味で，高い再犯性を有する者が

見られる犯罪類型であるといえる。こうしたことを踏まえると，万引きの再犯防止は，

重要な課題であり，その検討に際しては，ウ及びカでも述べるとおり，万引きの再犯者
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には，資質的な再犯要因を有する者が少なくないと考えられることも十分考慮する必要

があろう。

ウ　窃盗は，財産犯であり，経済的な不安定さが犯罪の促進要因となることは，当然では

あるが，例えば，入所受刑者の就労状況別構成比を見ると，窃盗は，その他の犯罪と比

べ，無職者の占める構成比が高く，また，その構成比は，入所度数を重ねるに従って上

昇していること，執行猶予者調査によると，安定就労者の再犯率は約19％であるのに対

し，無職者の再犯率は約34％であったこと（執行猶予者調査における就労状況は，調査

対象事件の犯行時のものである。）などからも，経済的な問題が再犯要因として大きく

影響していることが実証的に裏付けられている。

7-2-3-9図　入所受刑者の就労状況別構成比（罪名別・入所度数別）

①　総数

１　　度
（77,329）

２　　度
（25,952）

３　　度
（15,535）

４　　度
（10,007）

５度以上
（27,840）

②　窃盗

１　　度
（21,061）

２　　度
（8,044）

３　　度
（5,043）

４　　度
（3,308）

５度以上
（10,621）

無職 有職

（平成16年～20年の累計）

61.6

64.6

69.5

72.6

78.1

38.4

35.4

30.5

27.4

21.9

75.0

76.0

80.8

82.2

86.3

25.0

24.0

19.2

17.8

13.7

注　１　法務省大臣官房司法法制部の資料による。
　　２　学生 ･生徒，家事従事者及び就労状況不詳の者を除く。
　　３　（　）内は，実人員である。

7-3-1-2-14図　窃盗　再犯状況（就労状況別）

注　１　法務総合研究所の調査による。
　　２　就労状況は，調査対象事件の犯行時のものである。
　　３�　「安定就労」は，１年以上継続して同一の職場に雇用されて就労している場合及び正式雇用されるなど長期間継続した

雇用が予定されている場合をいい，「不安定就労」は，有職で「安定就労」以外の場合（アルバイト等）をいう。
　　４　「窃盗再犯」は，窃盗のみによる再犯のほか，これとその他の罪名の犯罪による再犯の場合を含む。
　　５　自営・会社役員，学生・生徒，主婦・家事手伝いを除く。
　　６　（　）内は，実人員である。
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　　受刑者調査による窃盗の動機（複数回答）を見ても，生活費困窮を理由とする者が最

も多かった。

　　もっとも，受刑者調査によると，特に，若い世代の男子や万引き以外の手口による者

で，遊興費に充てるために窃盗を繰り返している者も多く，また，女子の万引きの２入

者では，節約を動機とする者が最も多く，ストレス解消や盗み癖を理由とする者も多か

った。このように，必ずしも，経済的なひっ迫を動機・背景とせず，行動傾向の偏りなど

の資質的要因に基づいて窃盗を繰り返す者が少なくないことにも留意する必要がある。

7-3-2-2-9図　窃盗　直接的動機の選択率（男女別・年齢層別）

注　１　法務総合研究所の調査による。
　　２　それぞれの項目について該当すると回答（複数回答）した者の比率を見たものである。
　　３　「節約」は，直接的動機が自分の金を使うのがもったいなかったという理由であることをいう。
　　４　「アルコールの作用」は，直接的動機が酒に酔っていたという理由であることをいう。
　　５　「配偶者等」は，交際相手を含む。
　　６　無回答の者を除く。
　　７　（　）内は，実人員である。
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親子兄弟
等 と の
トラブル
31.3%

辞職・
退　学

25.0%

配偶者等
と　　の
トラブル
25.0%

体調不良

25.0%

収入減

18.8%

就職難

18.8%

住　居
不安定

18.8%

就職難

40.6%

収入減

34.4%

住　居
不安定

25.0%

辞職・
退　学
 

22.9%

ギャンブ
ル 耽 溺

17.7%

不良交友

17.7%

配偶者等
と　　の
トラブル
35.0%

収入減

32.5%

就職難

25.0%

親子兄弟
等 と の
トラブル
22.5%

体調不良

20.0%

収入減

39.4%

就職難

30.3%

職場の倒
産・解雇

27.3%

住　居
不安定

18.2%

職場等で
の 対 人
トラブル
13.6%

過度の
飲　酒

12.1%

釈 放 後
すぐ困窮

12.1%

辞職・
退学
10.8%

収入減

36.1%

親子兄弟
等 と の
トラブル
25.0%

辞職・
退　学

19.4%

就職難

16.7%

体調不良

16.7%

就職難

51.7%

収入減

36.7%

過度の
飲　酒

23.3%

住　居
不安定

21.7%

ギャンブ
ル 耽 溺

15.0%

辞職・
退　学

13.3%

収入減

29.0%

体調不良

22.6%

身近な人
の病気，
死 去 等
19.4%

就職難

16.1%

配偶者等
と　　の
トラブル
12.9%

親子兄弟
等 と の
トラブル
12.9%

就職難

39.1%

収入減

34.8%

釈 放 後
すぐ困窮

23.9%

住　居
不安定

23.9%

過度の
飲　酒

19.6%

職場の倒
産・解雇

13.0%

収入減

39.3%

就職難

10.7%

配偶者等
と　　の
トラブル
10.7%

親子兄弟
等 と の
トラブル
10.7%

釈 放 後
すぐ困窮

10.7%

体調不良

10.7%

30～39歳
（96）

30～39歳
（40）

40～49歳
（66）

60歳以上
（28）

40～49歳
（36）

50～59歳
（60）

50～59歳
（31）

60歳以上
（46）

29歳以下
（16）

29歳以下
（85）

エ　前記のとおり，就労状況は，再犯要因として大きいものがあるが，執行猶予者調査に

よると，家族等と同居している者の再犯率は約23％であるのに対し，単身で住居不定又

はホームレスの者の再犯率は約35％である（執行猶予者調査における居住状況は，調査

対象事件の犯行時のものである。）など，居住状況も，再犯要因として作用しているこ

とがうかがわれる。

7-3-1-2-13図　窃盗　再犯状況（居住状況別）

注　１　法務総合研究所の調査による。
　　２　居住状況は，調査対象事件の犯行時のものである。
　　３　「窃盗再犯」は，窃盗のみによる再犯のほか，これとその他の罪名の犯罪による再犯の場合を含む。
　　４　居住状況が不詳の者を除く。
　　５　（　）内は，実人員である。

14.7

21.1

23.8

31.8

8.4

10.5

6.9

76.9

68.4

69.4

64.7
3.5

（251）

（19）

（160）

（258）

窃盗再犯あり その他再犯あり 再犯なし

家族・交際相手・親族と同居

友人知人・その他の者と同居

単 身 （ 定 住 ）

単身（住居不定・ホームレス）
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　　しかも，家族と同居している者は，不安定就労者であっても，安定就労者と再犯率に

大きな違いはなく，その意味で，家族の存在は，再犯の抑止要因としてより大きく作用

していることがうかがわれる。

　　他方，単身者は，安定就労でなければ，就労は，再犯抑止要因として大きく作用しな

いことがうかがわれ，家族がいない者は，再犯の防止のために，安定した就労がより重

要であると考えられる。

7-3-1-2-15図　窃盗　再犯状況（居住・就労状況別）

注　１　法務総合研究所の調査による。
　　２　居住・就労状況は，調査対象事件の犯行時のものである。
　　３�　「安定就労」は，１年以上継続して同一の職場に雇用されて就労している場合及び正式雇用されるなど長期間継続した

雇用が予定されている場合をいい，「不安定就労」は，有職で「安定就労」以外の場合（アルバイト等）をいう。
　　４　「窃盗再犯」は，窃盗のみによる再犯のほか，これとその他の罪名の犯罪による再犯の場合を含む。
　　５　「友人知人・その他と同居」の者を除く。
　　６　「単身（住居不定・ホームレス）」で「安定就労」の者を除く。
　　７　自営・会社役員，学生・生徒，主婦・家事手伝いを除く。
　　８　居住状況が不詳の者を除く。
　　９　（　）内は，実人員である。

12.0

10.3

20.2

17.5

28.3

25.4

25.9

32.3

6.7

10.3

10.1

7.5

81.3

79.3

69.7

80.0

60.9

67.2

70.4

64.2
3.5

3.7

2.5

10.9

①　家族と同居 

②　単身（定住）     

③　単身（住居不定・ホームレス）   

窃盗再犯あり その他再犯あり 再犯なし

（58）不安定就労

（99）無 職

（75）安 定 就 労

（46）不安定就労

（67）無 職

（27）不安定就労

（226）無 職

（40）安 定 就 労

オ　家族の存在とも関係していると思われるが，執行猶予者調査によると，監督誓約者が

ある者の再犯率は約20％であるのに対し，これがない者の再犯率は約40％であり，監督

誓約者の存在は，大きな再犯抑止要因であることがうかがわれる。

7-3-1-2-16図　窃盗　再犯状況（監督誓約の有無別）

注　１　法務総合研究所の調査による。
　　２�　「監督誓約」は，裁判において，証人出廷又は書面提出の上，釈放後の被告人に対する監督を誓約したことをいう。
　　３　「窃盗再犯」は，窃盗のみによる再犯のほか，これとその他の罪名の犯罪による再犯の場合を含む。
　　４　（　）内は，実人員である。

監督誓約あり（356）

監督誓約なし（335）

窃盗再犯あり その他再犯あり 再犯なし

34.0 59.76.3

13.5 6.2 80.3
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カ　受刑者調査によると，万引き事犯者は，他の手口の者と比べ，男子において，知能検

査の結果が低く，また，男女共に，何らかの精神障害を抱えている者の比率が高く，こ

うした資質的な要因にも留意する必要があると思われる。

（２）覚せい剤取締法違反

ア　執行猶予者調査によると，覚せい剤取締法違反でも，調査対象者の約３割が４年以内

に再犯に及び，そのうちの８割以上が覚せい剤取締法違反の再犯であり，同一の犯罪を

繰り返す傾向が高かった。

イ　覚せい剤は，直接的にはその薬理効果を得ることを目的として使用されるものである

から，再犯要因としては，これに対する精神的な依存の強さが最も大きいといえる。

　　受刑者調査でも，覚せい剤の薬理作用に強い快感を持つ者，自制力等に乏しい者は，

再犯に陥りやすい傾向がみられ，また，過去における覚せい剤の使用頻度が高く，又は

再使用開始までの期間が短いということから，覚せい剤への依存性向が強かった者は，

その後も，強い依存性向を維持する傾向がうかがわれる。

7-3-2-3-5図　覚せい剤使用頻度（初逮捕時・本件時）

注　１　法務総合研究所の調査による。
　　２　２入者に限る。
　　３　図中の数値は，実人員である。
　　４　補導又は本件による逮捕の日においてのみ覚せい剤を使用したと回答した者（20人）を除く。
　　５　無回答の者を除く。

月に２～３回以下（73）
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7-3-2-3-6図　覚せい剤再使用開始までの期間（初逮捕後釈放・初入後釈放）

注　１　法務総合研究所の調査による。
　　２　２入者に限る。
　　３　図中の数値は，実人員である。
　　４　無回答の者を除く。

１月以内（30）
６月以内（68）
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３年を超える（44）１
月
以
内

６
月
以
内

１
年
以
内

３
年
以
内

３
年
を
超
え
る

9

0

10

20

30

40

50
（人）

初逮捕後の釈放から
再使用までの期間

初入後の釈放から
再使用までの期間

22
17

5
4

4

4
41 11

8

1
3

3

5 5
19

6

6

0

27

3

3
4

8

25

ウ　受刑者調査によると，２入者において，初入者と比べ，覚せい剤の使用開始年齢が低

い者の構成比が高く，また，有機溶剤（シンナー等）の乱用経験を有する者の構成比も

高かった。このことから，覚せい剤の使用開始年齢が低く，又は有機溶剤の乱用経験を

有する者は，再犯性が高く，再入に陥りやすい傾向がうかがわれる。

7-3-2-3-3図　覚せい剤使用開始年齢層別構成比（男女別・入所度数別）

注　１　法務総合研究所の調査による。
　　２　無回答の者を除く。
　　３　（　）内は，実人員である。

女子初入 （92） 51.1 19.6 29.3

19歳以下 20～24歳 25歳以上

62.9 16.9 20.2女子２入 （89）

41.6 37.0 21.4

男子初入（175）

男子２入（173）

37.1 28.0 34.9

19歳以下 20～24歳 25歳以上
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7-3-2-3-10図　覚せい剤　有機溶剤乱用経験を有する者の比率（男女別・入所度数別）

7-3-2-3-14図　覚せい剤使用等に関する意識　回答別構成比（問題性区分別）

注　１　法務総合研究所の調査による。
　　２　無回答の者を除く。
　　３　（　）内は，実人員である。

81.3

70.6

76.0

67.3

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

男子初入（162）

男子２入（154）

女子初入 （85）

女子２入 （80）

（％）

注　１　法務総合研究所の調査による。
　　２�　「Ａ１群」は，覚せい剤使用開始年齢が男子24歳以下，女子19歳以下であり，かつ，有機溶剤乱用経験がある者である。
　　　�　「Ａ２群」は，覚せい剤使用開始年齢が男子24歳以下，女子19歳以下であり，かつ，有機溶剤乱用経験がない者である。
　　　�　「Ｂ１群」は，覚せい剤使用開始年齢が男子25歳以上，女子20歳以上であり，かつ，有機溶剤乱用経験がある者である。
　　　�　「Ｂ２群」は，覚せい剤使用開始年齢が男子25歳以上，女子20歳以上であり，かつ，有機溶剤乱用経験がない者である。
　　３　無回答の者を除く。
　　４　（　）内は，実人員である。

②　自分は，生まれつき，スリルや快楽を求める気持ちが強い。

25.6

27.6

17.1

28.3

27.6

26.8

18.6

13.8

15.9

21.7

29.3
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5.8

1.7

11.0

A１群（258）

A２群 （58）

B１群 （82）

10.4 20.9 34.3 22.4 11.9B２群 （67）

①　覚せい剤が効いたときの快感は，言葉では言いにくいほどである。 
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③　自分は，生まれつき，我慢や辛抱をする力が弱い。
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20.5
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31.3

16.6
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4.9
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④　自分は，反省したことや，決心したことを忘れてしまいやすい。 
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⑤　刑務所生活に懲りて，覚せい剤をやめる人は少ない。
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24.4

26.4

29.3

26.8

14.0

13.8

14.6

11.6

10.3
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エ　受刑者調査によると，覚せい剤を使用するに至った端緒としては，友人知人等の他人

からの誘惑による者が相当多い。また，執行猶予者調査によると，女子は，共犯者があ

る者が３分の１以上であるが，４年以内の覚せい剤取締法違反による再犯率を見ると，

共犯者なしの者は約15％であるのに対し，共犯者ありの者は約30％である。これらのこ

とから，交友関係も，再犯要因として相当作用しているという実態がうかがわれる。

7-3-2-3-7図　覚せい剤使用の端緒（男女別・入所度数別）

注　１　法務総合研究所の調査による。
　　２　それぞれの項目について該当すると回答（複数回答）した者の比率を見たものである。
　　３　（　）内は，実人員である。

4.4

45.6

33.9

29.4

10.0

5.7

46.3

32.0

34.3

6.3

16.7
13.7
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暴力団関係者・売人
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交際相手からの誘惑

友人知人からの誘惑

家族や交際相手との
ト ラ ブ ル 等

職場でのトラブル・
失 職 等

自己の病気や怪我

男子初入（180）
男子２入（175）

（％）

Ⅰ　周囲からの誘惑

Ⅱ 　 ト ラ ブ ル 等

10.6

25.5

36.2

46.8

19.1

13.8

17.6

20.9

46.2

23.1

16.5

59.3

0 10 20 30 40 50 60
（％）

女子初入（94）
女子２入（91）

7-3-1-3-8図　覚せい剤　再犯状況（男女別・共犯の有無別）

注　１　法務総合研究所の調査による。
　　２　「覚せい剤再犯」は，覚せい剤取締法違反のみによる再犯のほか，これとその他の罪名の犯罪による再犯の場合を含む。
　　３　「その他再犯」は，覚せい剤取締法違反以外の薬物犯罪による再犯を含む。
　　４　�（　）内は，実人員である。

26.2

24.0 12.0

67.8

64.0

6.1共犯なし（363）

①　男子

共犯あり （25）

15.3共犯なし （85） 84.7

②　女子

30.4 67.4
2.2

共犯あり （46）

覚せい剤再犯あり その他再犯あり 再犯なし
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オ　執行猶予者調査によると，覚せい剤取締法違反においても，居住状況や就労状況は，

再犯の可能性に影響する要因となっているが，居住状況による再犯率の違いは，窃盗と

比べて小さい上，居住状況が不安定であれば，就労状況にかかわらず，再犯リスクは大

きいなど，就労状況による再犯の可能性への影響は，限定的であることがうかがわれる。

7-3-1-3-9図　覚せい剤　再犯状況（居住状況別）

25.5

22.5

23.7
3.0

8.5

5.1
69.3

69.0

73.3

31.7 12.2 56.1単身（住居不定・ホームレス）  （41）

単 身 （ 定 住 ）（137）

交際相手・友人知人と同居    （71）

家 族 ・ 親 族 と 同 居  （270）

覚せい剤再犯あり その他再犯あり 再犯なし

7-3-1-3-11図　覚せい剤　再犯状況（居住・就労状況別）

注　１　法務総合研究所の調査による。
　　２　居住・就労状況は，調査対象事件の犯行時のものである。
　　３�　「安定就労」は，１年以上継続して同一の職場に雇用されて就労している場合及び正式雇用されるなど長期間継続した

雇用が予定されている場合をいい，「不安定就労」は，有職で「安定就労」以外の場合（アルバイト等）をいう。
　　４　「覚せい剤再犯」は，覚せい剤取締法違反のみによる再犯のほか，これとその他の罪名の犯罪による再犯の場合を含む。
　　５　「その他再犯」は，覚せい剤取締法違反以外の薬物犯罪による再犯を含む。
　　６　自営・会社役員，学生・生徒，主婦・家事手伝いを除く。
　　７　（　）内は，実人員である。

26.9

23.7

27.0

27.0

23.8

33.3

30.9

22.2

14.7

3.8

10.5

16.2

5.3

3.2

1.3

69.2

65.8

73.0

56.8

76.2

66.7

100.0

63.8

74.6

84.0

32.4 14.7 52.9無　　　職（34）

不安定就労 （6）

無　　　職（52）

不安定就労（38）

安 定 就 労（37）

無　　　職（37）

不安定就労（21）

安 定 就 労（11）

無　　　職（94）

不安定就労（63）

安 定 就 労（75）

③　単身（定住）

②　交際相手・友人知人と同居

①　家族・親族と同居

④　単身（住居不定・ホームレス）

覚せい剤再犯あり その他再犯あり 再犯なし
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他方，執行猶予者調査によると，４年以内の覚せい剤取締法違反による再犯率は，監督誓

約者がある者では約19％であるのに対し，これがない者では約45％と顕著に高く，監督誓約

者の存在は，再犯の抑止要因として大きく作用していることがうかがわれる。

7-3-1-3-12図　覚せい剤　再犯状況（監督誓約の有無別）

18.9 75.9

4.3

5.2

監督誓約あり（403）

44.8 50.9監督誓約なし（116）

覚せい剤再犯あり その他再犯あり 再犯なし

注　１　法務総合研究所の調査による。
　　２　�「監督誓約」は，裁判において，証人出廷又は書面提出の上，釈放後の被告人に対する監督を誓約したことをいう。　
　　３　�「覚せい剤再犯」は，覚せい剤取締法違反のみによる再犯のほか，これとその他の罪名の犯罪による再犯の場合を含む。
　　４　「その他再犯」は，覚せい剤取締法違反以外の薬物犯罪による再犯を含む。
　　５　（　）内は，実人員である。
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３　再犯防止対策の在り方

（１）初犯者・若年者に対する対策の重要性

初犯者や若年者に対する再犯防止対策を充実させることが重要であることは，平成19年版

犯罪白書でも指摘したところであるが，再度，これについて言及したい。

例えば，出所受刑者の５年以内の再入率は，入所度数を重ねるに従って上昇する傾向が見

られ，入所度数が１度の者と２度の者とでその差は顕著であるが，このことは，再犯を重ね

るに従って改善更生の困難さが増大することを意味するとともに，早期の段階での再犯防止

に向けた対策の充実の必要性・重要性を示している。また，入所受刑者の保護処分歴別構成

比を見ると，保護処分歴のある者の構成比は，20歳代の者で顕著に高く，かつ，再入者で

は，初入者と比べ，どの年齢層でも，その構成比が高く，50歳以上の者でも，２割強が保護

処分歴を有している。このことは，少年時に非行があった者においては，保護処分を受けて

も更生することができずに再犯に及ぶ者も少なくなく，かつ，そうした者は，年齢を経て

も，再犯を繰り返す傾向が高いことを示している。

7-2-3-7図　出所受刑者の５年内再入所状況別構成比（入所度数別）

同一罪名 他罪名 再入所なし

１ 　　度
（14,110）

２ 　　度
（5,004）

３　 　度
（2,778）

４ 　　度
（1,743）

５～10度
（4,693）

28.0

31.7

31.5

37.2

24.3

25.3

74.0

51.1

45.5

44.2

37.5

13.3

22.9

20.9

12.7

（平成16年）

注　１　法務省大臣官房司法法制部の資料による。
　　２　平成16年の出所受刑者について，出所年を含む５年内の再入所（前刑出所前の犯罪による再入所を除く。）の有無をみ

たものである。
　　３　前刑出所事由が満期釈放及び仮釈放以外の者を除く。
　　４　「同一罪名」は，出所の刑と同一の罪名の犯罪により再入所した者をいい，「他罪名」は，それ以外の犯罪により再入所

した者をいう。
　　５　出所の刑と再入所の刑の罪名の同一性が不詳の者を除く。
　　６　（　）内は，平成16年の出所受刑者の実人員である。
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こうした実態に加え，初犯者や若年者は，可塑性に富み，就労の機会も限定的ではないな

ど，改善更生の余地は大きいと考えられるのであるから，この早期の段階で，必要に応じ，

再犯の芽を摘む絶好の機会として，指導・支援を行うことが重要であると考えられる。その

機会を逃さないためにも，犯罪・非行の確実な検挙に努めるとともに，事件の動機，背景事

情等を可能な限り解明し，その者の行動傾向や態度，再犯の可能性も的確に把握した上で，

適正な処遇を行うことが必要である。

（２）保護観察付執行猶予の活用

執行猶予者調査によると，窃盗又は覚せい剤取締法違反により初回の裁判で執行猶予判決

を受けた調査対象者のうち，保護観察に付された者は，窃盗で約９％，覚せい剤取締法違反

で約７％であった。換言すれば，単純執行猶予判決を受けた者が大部分であるが，そのう

ち，約３分の１は，４年以内に再犯に及んでいた。

こうした者の再犯を防止するためには，再犯の可能性をより的確に見極めて，保護観察に

付することも一つの方策であると思われる。

執行猶予者調査によると，そもそも，保護観察は，家庭環境や生活状況等，更生のための

諸条件がより劣悪で，相対的に再犯リスクが高い者に対して付されることが多いにもかかわ

らず，窃盗では，保護観察に付された者は，これに付されなかった者と比べ，若干ながら，

窃盗の再犯率が低く，しかも，「単身（住居不定・ホームレス）」，「無職」，「監督誓約なし」

7-2-5-8図　入所受刑者の保護処分歴（初入・再入別・年齢層別）

20.1

85.3

69.5

90.1

96.5

98.2

7.9

0.3

0.9

3.4

1.5

2.5

6.5

10.3

6.7

少年院送致

①　入所度数が１度の者 ②　入所度数が２度以上の者

（平成20年）

保護観察等 保護処分歴なし

22.1

43.3

23.4

15.9

17.9

15.3

13.2

66.9

41.4

63.4

76.2

76.9

5.2

7.9

11.0
（15,616）

（1,181）

（8,245）

（4,712）

（1,478）

少年院送致

保護観察等 保護処分歴なし

（6,358）
30～49歳

（2,316）
50～64歳

（614）
65歳以上

（4,059）
29歳以下

（13,347）
総 数

30～49歳

50～64歳

65歳以上

29歳以下

総 数

注　１　法務省大臣官房司法法制部の資料による。
　　２　「保護観察等」は，保護観察又は児童自立支援施設・児童養護施設送致を受けたことをいう。
　　３　年齢は，刑事施設への入所時のものである。
　　４　（　）内は，実人員である。



─ 46 ─

といった再犯リスクがより高いと認められる者では，保護観察に付された者の方がこれに付

されなかった者よりも再犯率は低かった※。覚せい剤取締法違反についても，保護観察に付

された者の数が少なかったため，前記のような細分化した分析はできなかったものの，保護

観察に付された者は，これに付されなかった者と比べ，再犯率は，若干高かったにすぎな

い。これらのことは，保護観察が改善更生・再犯防止に効果を上げていることの証左と見る

ことができる。

7-3-1-2-21図　窃盗　再犯状況（保護観察の有無別）

19.0

23.9

12.7 68.3

70.55.6

保護観察あり  （63）

保護観察なし（628）

窃盗再犯あり その他再犯あり 再犯なし

注　１　法務総合研究所の調査による。
　　２　「窃盗再犯」は，窃盗のみによる再犯のほか，これとその他の罪名の犯罪による再犯の場合を含む。
　　３　（　）内は，実人員である。

7-3-1-3-15図　覚せい剤　再犯状況（保護観察の有無別）

注　１　法務総合研究所の調査による。
　　２　「覚せい剤再犯」は，覚せい剤取締法違反のみによる再犯のほか，これとその他の罪名の犯罪による再犯の場合を含む。
　　３　「その他再犯」は，覚せい剤取締法違反以外の薬物犯罪による再犯を含む。
　　４　（　）内は，実人員である。

27.8 63.98.3

24.4 70.8保護観察なし（483）

保護観察あり （36）

4.8

覚せい剤再犯あり その他再犯あり 再犯なし

※　保護観察付執行猶予者の再犯率
　今回の執行猶予者調査では，窃盗について，全般的に再犯率が高い「単身（住居不定・
ホームレス）」，「無職」，「監督誓約なし」の者について，「保護観察あり」の者と「保護観察
なし」の者の再犯率（窃盗以外の罪名の犯罪による再犯を含む。）を比較したところ，
「単身（住居不定・ホームレス）」（258人）中

「保護観察あり」（20人）	 再犯率25.0％
「保護観察なし」（238人）	 再犯率36.1％

「無職」（401人）中
「保護観察あり」（38人）	 再犯率23.7％
「保護観察なし」（363人）	 再犯率35.5％

「監督誓約なし」（335人）中
「保護観察あり」（34人）	 再犯率32.4％
「保護観察なし」（301人）	 再犯率41.2％

であり，これらの者のいずれについても，「保護観察あり」の者の方が再犯率が低く，このこ
とからも，保護観察が改善更生・再犯抑止に効果的であることがうかがわれる。
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もとより，保護観察に付するか否かは，様々な事情を考慮して判断され，特に，将来の再

犯の可能性という，困難な見極めに基づくところも大きいと思われるが，前記２で分析され

た就労状況，居住状況，監督誓約者の有無等による再犯の可能性への影響を考慮するほか，

できる限り，再犯の可能性に影響を及ぼす諸事情を踏まえ，より適切な判断がなされるよう

な公判活動を考慮する余地があると思われるのである。

特に，平成20年６月の更生保護法の施行により，覚せい剤取締法違反で保護観察に付され

た場合には，特別遵守事項として，簡易薬物検出検査を含む覚せい剤事犯者処遇プログラム

の受講を義務付けることができるようになり，これによって保護観察による処遇の効果が一

層向上することが期待されるところであるが，初めて執行猶予判決を受けたという早期の段

階でこのプログラムに参加させれば，断薬に向けての本人の意志を継続的に支援できること

となり，この種事犯の再犯防止にも高い効果が見込まれるものと考えられる。

（３）犯罪者の問題性に応じた個別処遇の充実

再犯防止を図るためには，矯正，更生保護の各段階において，個別の受刑者・保護観察対

象者の特性に応じ，問題性を改善するための処遇を行うことが重要である。

ア　窃盗

前記２（１）ウでも記したとおり，窃盗で受刑にまで至った者は，経済的な不安定さが

再犯要因として最も大きいが，経済的なひっ迫を動機・背景とせずに，遊興費欲しさ，節

約，ストレス解消，盗み癖が原因となっている者も少なくない。さらに，男子では，比較

的高齢の層でアルコールの問題を抱えている者もいる。こうした原因で窃盗を繰り返す者

に対しては，それぞれの問題性に応じ，改善更生の意欲を喚起させるための指導やアル

コール依存の問題を解決するための指導等を行っていくことが必要であろう。

また，執行猶予者調査によると，積極的弁償措置を行っている者は，これがない者と比

べ，再犯率が顕著に低く，監督誓約者がない者であっても，積極的弁償措置を行っている

ときには，再犯率は相当低かった。また，被害者の宥恕が得られている場合には，再犯率

は顕著に低かった。これらのことは，被害者に弁償を行い，その宥恕を得ようと努力する

者は，自己の責任を自覚し，改善更生の意欲も強いことによるのであろうが，そうした態

度をとる者は，社会に受け入れられ，周囲の者から社会復帰のための協力も得られやすい

と考えられる。矯正や更生保護の処遇において，「被害者の視点を取り入れた教育」や

「しょく罪指導」を実施するのは，そうした意味でも，再犯の防止に効果があると考えら

れるし，また，被害者への具体的な賠償計画を立て，賠償の履行等に向けた努力を行うよ

う適切な指導監督や援護を行うことは重要であろう。
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7-3-1-2-18図　窃盗　再犯状況（弁償措置の有無別）

7-3-1-2-19図　窃盗　再犯状況（監督誓約の有無別・弁償措置の有無別）

注　１　法務総合研究所の調査による。
　　２�　「積極的弁償措置」は，金銭賠償（慰謝料等の支払いを含む。）を行ったことをいい，被害品の一部のみの返還を含まな

い。
　　３　「窃盗再犯」は，窃盗のみによる再犯のほか，これとその他の罪名の犯罪による再犯の場合を含む。
　　４　未遂及び被害品の全部が現品返還されている場合を除く。
　　５　弁償措置の有無が不詳の者を除く。
　　６　（　）内は，実人員である。

13.3

25.2 8.9

82.1

65.9

4.6

（173）

積極的弁償
措 置 あ り

（123）
弁 償 な し

窃盗再犯あり その他再犯あり 再犯なし

注　１　法務総合研究所の調査による。
　　２�　「監督誓約」は，裁判において，証人出廷又は書面提出の上，釈放後の被告人に対する監督を誓約したことをいう。
　　３�　「積極的弁償措置」は，金銭賠償（慰謝料等の支払いを含む。）を行ったことをいい，被害品の一部のみの返還を含まな

い。
　　４　「窃盗再犯」は，窃盗のみによる再犯のほか，これとその他の罪名の犯罪による再犯の場合を含む。
　　５　未遂及び被害品の全部が現品返還されている場合を除く。
　　６　弁償措置の有無が不詳の者を除く。
　　７　（　）内は，実人員である。

13.4

6.5

12.9

36.4

6.5

9.7

10.4

83.1

87.0

77.4

53.2

3.5
①　監督誓約あり　　

②　監督誓約なし　　

窃盗再犯あり その他再犯あり 再犯なし

（142）

積極的弁償
措 置 あ り

（46）
弁 償 な し

（31）

積極的弁償
措 置 あ り

（77）
弁 償 な し
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イ　覚せい剤取締法違反

前記２（２）イでも記したとおり，覚せい剤取締法違反においては，精神的な依存の強

さが最大の再犯要因であり，覚せい剤の誘惑を断ち切ることが再犯防止の鍵である。その

ため，何よりも，受刑者に対する特別改善指導としての薬物依存離脱指導，保護観察対象

者に対する覚せい剤事犯者処遇プログラムを充実させていくことが重要である。

また，前記２（２）エでも記したとおり，覚せい剤取締法違反においては，交友関係が

再犯要因として小さくないこともうかがわれる。したがって，交友関係を良好なものとす

るように指導することも，処遇の要点であると考えられる。なお，執行猶予者調査による

と，暴力団等関係者（暴力団等の構成員，準構成員及び周辺者等をいう。）は，調査対象

者の約４割が４年以内に覚せい剤取締法違反の再犯に及ぶなど，再犯率が高く，覚せい剤

取締法違反の再犯防止対策としても，受刑者に対する暴力団離脱指導は重要であり，ま

た，その対象でない者に対しても，更生保護の段階も含め，暴力団関係者との関係を絶つ

ように指導することも必要であろう。

7-3-1-3-14図　覚せい剤　再犯状況（暴力団等関係者別）

39.2 12.7 48.1

3.6

暴力団等関係者  （79）

22.0 74.3非暴力団等関係者（440）

覚せい剤再犯あり その他再犯あり 再犯なし

注　１　法務総合研究所の調査による。
　　２　�調査対象事件犯行時の暴力団関係の有無である。
　　３　「覚せい剤再犯」は，覚せい剤取締法違反のみによる再犯のほか，これとその他の罪名の犯罪による再犯の場合を含む。
　　４　�「その他再犯」は，覚せい剤取締法違反以外の薬物犯罪による再犯を含む。
　　５�　「暴力団等関係者」は，暴力団，右翼暴力集団，暴走族その他の地域暴力集団の構成員，準構成員及び周辺者等をいう。
　　６　（　）内は，実人員である。

7-3-1-2-20図　窃盗　再犯状況（宥恕の有無別）

注　１　法務総合研究所の調査による。
　　２　「宥恕」は，被害者が被告人の寛大処分を嘆願又は了承していたことをいう。
　　３　「窃盗再犯」は，窃盗のみによる再犯のほか，これとその他の罪名の犯罪による再犯の場合を含む。
　　４　宥恕の有無が不詳の者を除く。
　　５　（　）内は，実人員である。
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26.6 6.7

85.4

66.7

4.6

宥恕あり（130）

宥恕なし（523）

窃盗再犯あり その他再犯あり 再犯なし
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（４）社会内処遇における支援等の充実

ア　就労支援

経済的な生活基盤の確立が改善更生の前提となることは，多言を要しない。前記２

（１）ウに記したとおり，窃盗では，就労状況の不安定さが再犯リスクとなっていること

が実証的に裏付けられている。覚せい剤取締法違反では，覚せい剤に対する依存性の強さ

が再犯要因として大きいことの反映であるとも思われるが，前記２（２）オに記したとお

り，就労状況は，再犯要因として必ずしも大きくはないものの，その不安定さは，やはり

再犯リスクとなり得る。保護司からも，覚せい剤取締法違反においても，就労は，精神面

の安定につながり，改善更生に資するとの認識が示されているが，経済的な理由が動機と

ならない覚せい剤取締法違反やその他の犯罪でも，職に就き，安定した生活を送ること

は，改善更生の前提というべきであろう。

そのため，従来から，受刑者や保護観察対象者等には就労に向けた指導が行われてきた

ところであり，受刑者には，作業の実施により職業上有用な知識・技能の習得が図ら

れ※，また，保護観察対象者は，保護観察の終了時には，開始時と比べ，有職率が上昇し

ている（なお，この点でも，保護観察は，再犯防止に一定の効果を上げているということ

ができる。）。

7-2-4-2図　保護観察対象者の開始時・終了時の就労状況（刑事処分歴別）
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（63,907）

実 刑
前科あり

（54,851）

そ の 他
前科あり

（31,145）
前科なし

（63,744）

実 刑
前科あり

（52,595）

そ の 他
前科あり

（26,332）
前科なし

（4,154）

実 刑
前科あり

（21,661）

そ の 他
前科あり

（20,653）
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（4,120）

実 刑
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（21,977）

そ の 他
前科あり
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注　１　法務省大臣官房司法法制部の資料による。
　　２　「その他」は，家事従事者，学生・生徒等である。
　　３　刑事処分歴・就労状況が不詳の者を除く。
　　４　（　）内は，実人員である。
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※　就労に向けた指導の状況
　就労支援策として，刑事施設及び少年院においては，平成18年度から，キャリアコンサル
タントや産業カウンセラー等の資格を有する就労支援スタッフを配置し，受刑者等に自己の
職業適性の理解を促すとともに，職場での円滑なコミュニケーションの方法を習得させるな
ど具体的な就労場面を想定した指導を行っている（就労支援スタッフは，21年度においては，
61の刑事施設，12の少年院に配置されている。）。また，刑事施設においては，従来から，受
刑者に職業上有用な知識や技能を習得させるために職業訓練を実施しているが，20年度には，
CAD 技術科，総合美容技術科を新設するなど，雇用情勢に応じた種目の拡大にも努めてい
る。同年度には，これらの科目を含め，溶接，電気工事，自動車整備，建築，印刷，木工，
建設機械，ホームヘルパー等の合計30種目の職業訓練が実施され，2,513人がこれを修了し，
溶接技能者，電気工事士，自動車整備士等の資格又は免許を取得した者は，総数で3,929人で
あった。

しかしながら，犯罪者が社会復帰に向けて職に就く上ではなお様々な障害もあり，その就

労を支援する措置が必要となるところである。そこで，平成18年度から，法務省と厚生労働

省が連携して，刑務所出所者等総合的就労支援対策を実施している。この施策は，刑事施

設，少年院及び保護観察所並びに公共職業安定所が連携する仕組みを構築した上で，支援対

象者の希望，適性等に応じて，個別的な就労支援を計画的に行うものである。具体的には，

刑事施設及び少年院においては，支援対象者に対し，公共職業安定所職員による職業相談，

職業紹介，職業講話等が実施されている。また，保護観察対象者（更生緊急保護申出者を含

む。）に対しては，支援対象者ごとに，保護観察所と公共職業安定所の担当者等からなる就

労支援チームが適切な支援方法・内容の選定等を行った上で，公共職業安定所において職業

相談・職業紹介を行うほか，対象者の就労能力向上のためにセミナー・事業所見学会（112

回）や職場体験講習（12回）を実施するとともに，事業者の雇用を促進するために身元保証

制度（1,521人）やトライアル雇用制度（211人）を活用した支援が行われており（（　）内

は，20年度における実績），これらにより，同年度には2,138人が就職した。その充実は，再

犯の防止上，極めて重要であるというべきである。

その上，最近の厳しい経済情勢も踏まえると，広く社会から犯罪者の社会復帰への支援に

ついて理解を得て，協力雇用主等の拡充を図るなど，更なる対策を講じることも必要である

（保護観察所においては，これまで，更生保護関係団体の協力を得て，協力雇用主の拡大に

努めてきたが，平成20年度からは，刑事施設等と連携しつつ，産業・雇用に関わる行政機

関，地域の経済団体等にも参加を求めて，刑務所出所者等就労支援推進協議会を開催し，刑

務所出所者等の雇用について理解・協力を求めることにより，協力雇用主の開拓・拡大を図

っている。）。
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イ　福祉的な支援を必要とする者に対する支援

受刑者等の中には，高齢や心身の障害により自立が困難な者も少なくないが，そうした

者の円滑な社会復帰を図るためには，福祉的施設への入所を含めたサービスが受けられる

ようにするための支援が必要である。このため，こうした福祉的な支援を必要とする者に

対する支援の取組も，法務省と厚生労働省の連携の下に進められているが，その充実も，

今後の課題である。

ウ　更生保護施設の拡充等

安定した生活の場所の確保は，安定した生活の基礎であるが，犯罪者の中には，家族等

に受け入れてもらえる環境にない者もおり，そうした者を受け入れる更生保護施設は，再

犯防止の上で極めて重要な役割を果たしている。現に，仮釈放者の約４分の１が，更生保

護施設に帰住しているところであり，保護観察付執行猶予者でも，相当数の者が更生保護

施設で受け入れられている。

しかしながら，現状では，更生保護施設の受入れ可能人員は十分なものとはいえず，そ

の拡充が望まれるところである。

7-2-4-3図　保護観察対象者の開始時の居住状況別構成比（刑事処分歴別）
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注　１　法務省大臣官房司法法制部の資料による。
　　２　刑事処分歴・居住状況が不詳の者を除く。
　　３　（　）内は，実人員である。

また，適当な引受人がなく，かつ，民間の更生保護施設では受入れが困難な仮釈放者及

び少年院仮退院者等の改善更生と自立を促進するため，保護観察所に附設した宿泊施設に
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宿泊させながら，保護観察官による濃密な指導監督や充実した就労支援を行うことで，そ

の再犯を防止することを目的とした，自立更生促進センター等※が設立されているところ

であるが，その着実な運営も重要な課題である。

※　自立更生促進センター等の現状
　特定の問題性に応じた重点的・専門的な処遇を実施する自立更生促進センターとして，
平成21年６月，成人男子の仮釈放者14人を定員とする北九州自立更生促進センターが開所
され，運営を行っているほか，福島自立更生促進センターの運営開始に向けた準備も進め
られている。また，主として農業の職業訓練を実施する就業支援センターとして，19年10
月に男子の少年院仮退院者12人を定員とする沼田町就業支援センター（北海道）が，21年
９月に成人男子の仮釈放者等12人を定員とする茨城就業支援センターがそれぞれ開所され，
運営を行っている。

（５）施設内処遇と社会内処遇の連携

仮釈放者の５年以内の刑事施設への再入率は，約３割に及んでいる。仮釈放者の再犯を防

止するためには，仮釈放の許否を判断する際により的確に再犯のおそれを判断することも必

要であり，また，保護観察の更なる充実を図ることも重要であると思われるが，他方で，仮

釈放期間は，６月以内の者が７割以上を占めるなど，比較的短く，保護観察中に，改善更生

のために十分な監督，指導援助を行うことが，期間的に困難であるという問題があることも

うかがわれる。仮釈放者の再犯リスクは，個々の仮釈放者によって様々であり，再犯リスク

が小さい者は，早期に仮釈放を許し，保護観察の下での社会内処遇によって改善更生と社会

復帰を図ることがむしろ適切なこともあると考えられ，また，そうした者以外の者について

も，より長期間の保護観察の下での社会内処遇を可能とすることも検討の余地があろう。

7-2-3-6図　出所受刑者の５年内累積再入率（出所事由別・罪名別）
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注　１　法務省大臣官房司法法制部の資料による。
　　２　前刑出所前の犯罪により再入所した者並びに前刑出所事由が満期釈放及び仮釈放以外の者を除く。
　　３　「累積再入率」は，平成16年の出所受刑者の人員に占める同年から20年までの各年の年末までに再入所した者の累積人

員の比率をいう。
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現在，法制審議会において，裁判所が懲役又は禁錮を言い渡すと同時にその刑の一部の執

行を猶予し，さらに，必要に応じて，その猶予の期間中保護観察に付すことを言い渡すこと

により，一定期間の懲役等の刑の執行後，相応の期間にわたり残刑の執行を猶予すること及

びその期間中保護観察を実施することを可能とする刑の一部の執行猶予制度について，調査

審議が行われているが，この制度は，施設内処遇と社会内処遇とをより適切に連携させ，犯

罪者の改善更生・再犯防止を図ろうとするものであり，その審議の帰趨が注目される。

（６）再犯防止対策の効果検証

受刑者に対する特別改善指導，保護観察対象者に対する専門的処遇プログラム，総合的就

労支援対策，自立更生促進センターの着実な運営など，近年，犯罪者の処遇のための新たな

制度や対策が講じられている。こうした諸施策は，いずれも，再犯の防止に向けた取組であ

るが，その効果の検証を重ねながら，必要な改善策を講じるなど，より充実させ，効果的な

ものとするための調査・検討を続けることが不可欠である。

2-5-2-3図　保護観察開始人員の保護観察期間別構成比

　②　保護観察付執行猶予者　①　仮釈放者
（平成20年）

  総　 数
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注　１　保護統計年報による。　　
　　２　仮釈放者の「２年を超える」は，無期を含む。


